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山口県 下関市 ○ ○ ○ ○ ○
就学時健康診断の案内とともに保護者へ郵送・保護者
宛にメールで告知

○ ○ ○

・準要保護の希望者のうち前年度校納金の滞納があ
り、振込先が学校長口座で、新年度も学校長口座の場
合は、学校（→教育委員会）に専用の申請書を提出。
（申請者のみ提出）　・要保護（修学旅行費）の希望
者は専用の申請書を生活支援課（→教育委員会）に提
出。（申請者のみ提出）

○ ○

山口県 宇部市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ オンライン申請 ○

山口県 山口市 ○ ○ ○ ○ ○
広報番組や保護者宛メールで制度を周知、学校だより
に就学援助の記事を掲載するよう依頼。

○ ○ ○
申請を希望する者がLoGoフォームで教育委員会へ電子
申請

○ ○

山口県 萩市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山口県 防府市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山口県 下松市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山口県 岩国市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
申請を希望する者がやまぐち電子申請サービスを利用
して教育委員会に申請

○

山口県 光市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・配布文書は目立つように色紙を使用
・学校を通じて転入者に文書配布
・児童扶養手当申請（他課）の受付時に就学援助に関
する情報提供を実施

山口県 長門市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山口県 柳井市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山口県 美祢市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山口県 周南市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
子育てをサポートする部署と連携し、就学援助制度の
利用が必要な家庭に周知を図っている。

山口県 山陽小野田市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 入学通知書とともに就学援助制度の書類を郵送。 ○ ○ ○ ○

市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

山口県 周防大島町 ○ ○ ○
就学時健診通知に就学援助制度、入学準備金申請案内
を同封する。中学校入学者については、同時期に小学
校へ申請案内の配布を依頼し、制度の周知を行う。

○ ○ ○
就学時健診通知に就学援助制度、入学準備金申請案内
を同封する。中学校入学者については、同時期に小学
校へ申請案内の配布を依頼し、制度の周知を行う。

山口県 和木町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山口県 上関町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

山口県 田布施町 ○ ○ ○ ○ ○
申請時期（４～５月）に町ホームページへ申請情報を
掲載

○ ○ ○
入学時及び毎年度の進級時に案内文を配布しており、
申請希望の有無に関わらず、全児童・生徒の保護者に
対し周知している。

山口県 平生町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山口県 阿武町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



19 19

山口県 下関市

山口県 宇部市

山口県 山口市

山口県 萩市

山口県 防府市

山口県 下松市

山口県 岩国市

山口県 光市

山口県 長門市

山口県 柳井市

山口県 美祢市

山口県 周南市

山口県 山陽小野田市

市区町村名都道府県

19 0 0 0 0 0 0 19 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 16 0 12 14 6 9 4 2 1 0 2 3 3 0 0 0 0 0 0 0

○ ○ ○ ○ ○
学時健康診断の案内とともに保護者へ郵送・保護
者宛にメールで告知

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月



19 19

市区町村名都道府県

山口県 周防大島町

山口県 和木町

山口県 上関町

山口県 田布施町

山口県 平生町

山口県 阿武町

19 0 0 0 0 0 0 19 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 16 0 12 14 6 9 4 2 1 0 2 3 3 0 0 0 0 0 0 0

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○
就学時健診の案内を送付する際、入学全支給の申
請案内を同封している。

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
申請時期（１２～１月）に町ホームページへ申請
情報を掲載

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
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山口県 下関市

山口県 宇部市

山口県 山口市

山口県 萩市

山口県 防府市

山口県 下松市

山口県 岩国市

山口県 光市

山口県 長門市

山口県 柳井市

山口県 美祢市

山口県 周南市

山口県 山陽小野田市

市区町村名都道府県

19 0 0 0 0 0 0 19 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 16 0 0 0 0 0 0 0

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月



19 19

市区町村名都道府県

山口県 周防大島町

山口県 和木町

山口県 上関町

山口県 田布施町

山口県 平生町

山口県 阿武町

19 0 0 0 0 0 0 19 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 16 0 0 0 0 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○
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山口県 下関市

山口県 宇部市

山口県 山口市

山口県 萩市

山口県 防府市

山口県 下松市

山口県 岩国市

山口県 光市

山口県 長門市

山口県 柳井市

山口県 美祢市

山口県 周南市

山口県 山陽小野田市

市区町村名都道府県

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

12 12 10 11 11 13 2 0 10 8 1 1 2 7 7 3 5 0 5 3 15 0 3 2 19

○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
区分１（1.3倍）、区分２（1.3～1.5倍）、区分３（1.5～
1.87倍）の３段階で認定

0

○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

児童生徒の属する世帯の前年度の所得が特別支援教育就学奨励
費の需要額測定に用いる基準金額に基づき本市教育委員会が定
めた基準額
の1.3倍未満である者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○
同一生計者の所得額が、特別支援教育就学奨励費の需要額算定
を基に教育委員会が定める需要額の1.3倍未満である。

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他
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市区町村名都道府県

山口県 周防大島町

山口県 和木町

山口県 上関町

山口県 田布施町

山口県 平生町

山口県 阿武町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

12 12 10 11 11 13 2 0 10 8 1 1 2 7 7 3 5 0 5 3 15 0 3 2 19

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
令和7年1月に要綱を改正し、一部の認定基準を削除してい
る。

0

○ 1 0

○

認定を受けようとする年度に世帯構成員全員が納付すべき町民
税の所得割課税額（住宅借入金等特別控除前）の合計額が、次
の各号に掲げる額の合計額以下の者を認定する。
（１）　２０，２４０円　　（２）　認定の前年度１２月３１
日現在の１６歳未満の世帯構成員の数に２１，３００円を乗じ
て得た額

0

○ 2 0

○ ○ ○ ○ 1 0



19 19

山口県 下関市

山口県 宇部市

山口県 山口市

山口県 萩市

山口県 防府市

山口県 下松市

山口県 岩国市

山口県 光市

山口県 長門市

山口県 柳井市

山口県 美祢市

山口県 周南市

山口県 山陽小野田市

市区町村名都道府県

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

19 0 0 0 0 0 19 19 2 3 19 0 0 0 0 0 19 19 1 0 10 4 4 6 6 6 0 0 0 3 19 3 3 16 16 16 0 0 0 1 3 1 1 2 2 2 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 4 4 0 1 8

○ ○ 11,630 ○ ○ ○ 57,060 ○ ○ ○ 42,054 ○ ○ 22,690 22,409

㋐学用品費：5区分、区分別支給率を掛け、
一定額　㋑新入学用品費：5区分、区分別支
給率を掛け、一定額　㋒通学用品費：学用品
費に含む　㋓校外活動費（日帰り）：5区
分、実費上限有、区分別支給率を掛けた額
㋔校外活動費（宿泊）：5区分、実費上限
有、区分別支給率を掛けた額

○ ○ ※ 小1：13,230
小2～6：15,500 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 実績なし ○ ○ 22,690 20,913

○ ○ 16,300 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 20,772 医療費は実績なしの為、0円としている。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 R6年度実績なし ○ ○ 21,064

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 21,354 通学用品費は、第１学年を除き支給

○ ○ 11,630
1年は校外活動費と合算して、2～
6年は通学用品費、校外活動費と
合算して支給。

○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 38,720 ○ ○ 22,690 22,641

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,200 0 ○ ○ 22,690 22,384 ○ ○ 11,000 7,782

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 ○ ○ 22,690 22,130

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 ○ ○ 22,690 20,768

○ ○ 11,640 ○ ○ 57,060 ○ ○ 21,580 21,580

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 22,690 22,581 ○ ○ 15,000 １世帯あたり

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,546 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 ○ ○ 22,690 22,075
・通学費、医療費については令和６年度実績
なし。
・通学用品費は第１学年を除く。

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）
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市区町村名都道府県

山口県 周防大島町

山口県 和木町

山口県 上関町

山口県 田布施町

山口県 平生町

山口県 阿武町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

19 0 0 0 0 0 19 19 2 3 19 0 0 0 0 0 19 19 1 0 10 4 4 6 6 6 0 0 0 3 19 3 3 16 16 16 0 0 0 1 3 1 1 2 2 2 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 4 4 0 1 8

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 5,825 通学費については、スクールバス等を運行し
ているため、予算計上をしていない。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 21,323 ○ ○ 8,865

体育実技用品費について、令和６年度以前よ
り費目の設定を「無」としていたが、要綱に
は従来より援助費の費目として定めがあるこ
とから、「有」に変更をした。ただし、交付
実績はない。

○ ○ ※ 1年生と2～6年生で金額が違う（1
年生：11,420円） ○ ○ 50,600 ○ ○ 20,291 R6実績額

○ ○ 11,630 ○ ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 15,000 学用品費と通学用品費（合算）・・・１年生
は定額11,630円、2～6年生は定額13,900円

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 20,363 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ･通学用品費は、第1学年を除く



19 19

山口県 下関市

山口県 宇部市

山口県 山口市

山口県 萩市

山口県 防府市

山口県 下松市

山口県 岩国市

山口県 光市

山口県 長門市

山口県 柳井市

山口県 美祢市

山口県 周南市

山口県 山陽小野田市

市区町村名都道府県

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

19 0 0 0 0 0 19 19 1 3 19 0 0 0 0 0 19 19 1 0 10 4 4 6 6 6 0 0 0 2 19 3 3 16 16 16 0 0 0 1 3 1 1 2 2 2 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 4 4 0 1 10

○ ○ 22,730 ○ ○ ○ 63,000 ○ ○ ○ 175,593 ○ ○ 60,910 54,839

㋐学用品費：5区分、区分別支給率を掛け、一定額　㋑新入学用品
費：5区分、区分別支給率を掛け、一定額　㋒通学用品費：学用品
費に含む　㋓校外活動費（日帰り）：5区分、実費上限有、区分別
支給率を掛けた額　㋔校外活動費（宿泊）：5区分、実費上限有、
区分別支給率を掛けた額

○ ○ ※ 中1：25,040
中2～3：27,310 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 21,888 ○ ○ 60,910 53,352

○ ○ 27,900 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 55,924 医療費は実績なしの為、0円としている。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 R6年度実績なし ○ ○ 57,217

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 51,777 通学用品費は、第１学年を除き支給

○ ○ 22,730
1年は校外活動費と合算して支
給。2・3年は通学用品費、校外
活動費と合算して支給。

○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 45,045 ○ ○ 60,910 57,876

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 0 ○ ○ 60,910 55,351 ○ ○ 10,000 6,284

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 13,090 ○ ○ 60,910 54,255 医療費については、費目設定はあるが実施はなし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 ○ ○ 60,910 57,177

○ ○ 22,740 ○ ○ 63,000 ○ ○ 57,720 48,700

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 60,910 55,667 ○ ○ 15,000 １世帯あたり

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 53,979 ○ ○ 15,000 なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 17,615 ○ ○ 60,910 55,785 ・医療費については令和６度実績なし。
・通学用品費は第１学年を除く。

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費



19 19

市区町村名都道府県

山口県 周防大島町

山口県 和木町

山口県 上関町

山口県 田布施町

山口県 平生町

山口県 阿武町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

19 0 0 0 0 0 19 19 1 3 19 0 0 0 0 0 19 19 1 0 10 4 4 6 6 6 0 0 0 2 19 3 3 16 16 16 0 0 0 1 3 1 1 2 2 2 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 4 4 0 1 10

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 0 ○ ○ 60,910 57,855 ○ ○ 10,000 8,800 通学費については、スクールバス等を運行しているため、予算計上
をしていない。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 54,710 ○ ○ 8,200
体育実技用品費について、令和６年度以前より費目の設定を「無」
としていたが、要綱には従来より援助費の費目として定めがあるこ
とから、「有」に変更をした。ただし、交付実績はない。

○ ○ 26,100 1年生と2～6年生で金額が違う
（1年生：22,320円） ○ ○ 57,400 ○ ○ 49,871 R6実績額

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 46,342 ○ ○ 15,000 学用品費と通学用品費（合算）・・・１年生は定額22,730円、2～3
年生は定額25,000円

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 49,897 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 55,733 ･通学用品費は、第1学年を除く



19 19

山口県 下関市

山口県 宇部市

山口県 山口市

山口県 萩市

山口県 防府市

山口県 下松市

山口県 岩国市

山口県 光市

山口県 長門市

山口県 柳井市

山口県 美祢市

山口県 周南市

山口県 山陽小野田市

市区町村名都道府県

６．その他

4

・市内小中学校に在籍する児童生徒の保護者を対象に、家庭でのオンライン通信環境のインターネットを利用する場合の初期費用[ケーブルテレビの加入・インターネット契約の工事費、無線ＬＡＮ
ルータ]を助成（教育総務課担当）

なし

令和６年度より、紙での申請以外にオンライン申請を導入。

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



19 19

市区町村名都道府県

山口県 周防大島町

山口県 和木町

山口県 上関町

山口県 田布施町

山口県 平生町

山口県 阿武町

６．その他

4

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況

タブレット端末等の持ち帰りの状況を鑑み、今後、オンライン学習通信費を援助費として設定するよう検討している。ただし、現状、タブレットの持ち帰りが普及していないことから、各学校におけ
る学年での持ち帰りの頻度や活用状況などを精査するとともに、支給の対象とする学年や支給方法（兄弟問わず、世帯に対して１回の支給等）なども併せて検討していきたい。


